
 

平成２８年熊本地震被害対策農業資金融通措置要項 

 

 

第１ 趣旨 

  この要項は、平成２８年熊本地震被害（以下「本災害」という。）により、農業収入の減少又は

農業生産施設等の損壊の被害を受けた農業者に対し、収入減の補てん、経営再建又は農業生産施設

等の復旧等に必要な平成２８年熊本地震被害対策農業資金（以下、「平成２８年熊本地震被害対策

資金」という。）の融通について必要な事項を定めるものとする。 

 

第２ 定義 

  この要項において平成２８年熊本地震被害対策資金とは、本災害による収入減の補てん、経営再

建又は農業生産施設等の復旧等のための資金を第３に掲げる者が借り入れる場合に、その金利負担

を軽減するため、市町村が利子補給又は利子助成を行い、県がその経費の一部を助成する次の１か

ら５に掲げる資金をいう。 

 １ 平成２８年熊本地震被害対策セーフティネット資金（以下「熊本地震被害対策セーフティネッ

ト資金」という。） 

   農林漁業セーフティネット資金実施要綱（平成１９年３月３０日１８経営第７５８１号農林水

産事務次官依命通知）に定める資金 

 ２ 平成２８年熊本地震被害対策緊急資金（以下「熊本地震被害対策緊急資金」という。） 

   第３に掲げる者に第４の１に掲げる融資機関が融通する資金 

 ３ 平成２８年熊本地震被害対策農業近代化資金（以下「熊本地震被害対策近代化資金」という。） 

   農業近代化資金融通法（昭和３６年１１月１０日法律第２０２号）第２条第３項に定める資金 

 ４ 平成２８年熊本地震被害対策農業経営基盤強化資金（以下「熊本地震被害対策基盤強化資金」

という。） 

   農業経営基盤強化資金実施要綱（平成６年６月２９日６農経Ａ第６６５号農林水産事務次官依

命通知）に定める資金 

 ５ 平成２８年熊本地震被害対策農林漁業施設資金（以下「熊本地震被害対策施設資金」という。） 

   日本政策金融公庫法第１１条第１項第１号に定める資金 

 

第３ 貸付対象者 

 １ 平成２８年熊本地震被害対策資金の貸付対象者は、次のいずれかの要件を満たす者とする。 

 （１） 本災害による減収量が平年収量の３０パーセント以上で、かつ、減収による損失額が平年

農業収入の１０パーセント以上である、又は１０パーセント以上となることが確実に見込ま

れる旨の市町村長の証明を受けていること。 

 （２） 農業生産施設等の復旧等の事業に要する資金の借入を希望する場合は、本災害により当該

施設等が農業生産に支障を来す程度の被害を受けていること及び本災害対策として実施す

る事業である旨の市町村長の証明を受けていること。 

 ２ 熊本地震被害対策近代化資金の貸付対象者は、熊本県農業近代化資金融通措置要項第２の１の

（１）及び（４）のうちア、コに掲げる者に限る。 



 

第４ 融資機関 

  平成２８年熊本地震被害対策資金の融資機関は、次のとおりとする。 

なお、１の（３）の融資機関の指定については、知事は指定を希望する銀行、信用金庫、信用協

同組合（以下「銀行等」という。）から提出される融資機関指定申請書（別記第 1 号様式）を審査

し、適当と認めたときに行うものとし、その後知事は銀行等に融資機関指定通知書（別記第２号様

式）を交付する。 

また、２の融資機関については、県と農業近代化資金に係る利子補給契約を締結した者に限る。 

 １ 熊本地震被害対策緊急資金 

 （１）農業協同組合 

 （２）農林中央金庫 

 （３）知事が指定した銀行、信用金庫及び信用協同組合 

 ２ 熊本地震被害対策近代化資金 

 （１）農業協同組合 

 （２）農林中央金庫 

 （３）銀行、信用金庫及び信用協同組合 

３ 熊本地震被害対策セーフティネット資金、熊本地震被害対策基盤強化資金及び熊本地震被害対

策施設資金 

 （１）日本政策金融公庫及び同公庫の委託金融機関 

 

第５ 貸付条件 

 １ 熊本地震被害対策セーフティネット資金の貸付条件 

（１）熊本地震被害対策セーフティネット資金に係る貸付けの条件は、次の定めによるものとする。 

    日本政策金融公庫の貸付基準 

 （２）貸付利率等 

別表１（１）に定めるものとする。 

 （３）償還方法 

    元金均等年賦償還とする。 

 ２ 熊本地震被害対策緊急資金の貸付条件 

熊本地震被害対策緊急資金の貸付けの条件は、次のとおりとする。 

 （１）貸付対象者 

    農業所得が総所得（法人にあっては、当該法人の農業に係る売上高が総売上高）の過半を占

めている、又は農業粗収益が 200 万円以上（法人にあっては 1000 万円以上）である農業者 

（２）貸付対象経費 

① 減収補てん費 

② 農業経営の維持・継続に必要な経費 

 （３）貸付限度額 

    １,０００万円 

なお、原則として、減収補てん分を上限とするが、必要と認める場合はこの限りでない。 

 （４）貸付利率等 



別表１（１）に定めるものとする。 

 （５）償還期限及び据置期間 

    償還期限１０年（うち据置期間３年）以内とする。 

 （６）償還方法 

    元金均等年賦償還とする。 

３ 熊本地震被害対策近代化資金、熊本地震被害対策基盤強化資金及び熊本地震被害対策施設資金の 

貸付条件 

（１）各資金に係る貸付けの条件は、次の要綱等の定めによるものとする。 

   ① 熊本地震被害対策近代化資金 

    熊本県農業近代化資金融通措置要項 

   ② 熊本地震被害対策基盤強化資金 

日本政策金融公庫の貸付基準 

   ③ 熊本地震被害対策施設資金 

日本政策金融公庫の貸付基準 

 （２）貸付利率等 

別表１（２）に定めるものとする。 

 （３）償還方法 

    元金均等年賦償還とする。 

 

第６ 利子補給等の期間 

 １ 熊本地震被害対策セーフティネット資金及び熊本地震被害対策緊急資金 

利子補給及び利子助成期間は、貸付実行日から３年以内とする。 

 ２ 熊本地震被害対策近代化資金、熊本地震被害対策基盤強化資金及び熊本地震被害対策施設資金 

利子補給及び利子助成期間は、貸付実行日から５年以内とする。 

 

第７ 県の助成 

 １ 県は、市町村が融資機関に対し本資金に係る利子補給金又は利子助成金として、毎年１月１日

から１２月３１日までの期間の融資平均残高（計算期間中の毎日の最高融資残高（延滞額を除

く。）の総和を３６５日で除した額）に、別表１（１）及び別表１（２）に定める利子補給等率

を乗じて算出した額を交付したときは、同表に定める補助率で算出した利子補給等補助金を予算

の範囲内で、熊本県農業制度資金利子補給費補助金交付要項の定めるところにより、当該市町村

に交付するものとする。 

 ２ 前項の規定により県が市町村に助成する期間は、第６に定める利子補給又は利子助成の期間と

同期間とする。 

 

第８ 借入手続等 

１ 熊本地震被害対策緊急資金及び熊本地震被害対策近代化資金 

（１）借入希望者は、資金ごとに別表２に定める書類を融資機関の長に提出するものとする。なお、

熊本県農業信用基金協会の債務保証を希望する者は、当該協会の定める債務保証委託申込書を

併せて提出するものとする。 



 （２）第４の１に規定する融資機関の長は、前号の書類を受理した場合において、適当と認めたと

きは、平成２８年熊本地震被害対策資金利子補給承認申請書（別記第５号様式）に当該書類を

添えて、市町村長に提出するものとする。 

 （３）市町村長は、前号の書類を受理した場合において、適当と認めたときは、平成２８年熊本地

震被害対策資金補助対象事業承認申請書（別記第６号様式）に当該書類の写しを添えて、管轄

の広域本部長又は広域本部地域振興局長（以下「振興局長等」という。）に提出するものとす

る。 

 （４）振興局長等は、前号の書類を受理した場合において、適当と認めたときは、平成２８年熊本

地震被害対策資金補助対象事業承認通知書（別記第７号様式）を市町村長に交付するものとす

る。 

 （５）市町村長は、前号の通知を受けたときは、平成２８年熊本地震被害対策資金利子補給承認通

知書（別記第８号様式）を融資機関の長に交付するものとする。なお、熊本地震被害対策緊急

資金の場合は、平成２８年熊本地震被害対策緊急資金事業計画承認通知書（別記第９号様式）

を融資機関の長を経由して借入希望者に交付するものとする。 

 （６）融資機関の長は、本資金の貸付けを行ったときは、速やかに平成２８年熊本地震被害対策資

金貸付実行報告書（別記第１０号様式）を、市町村長を経由して振興局長等に提出するものと

する。 

（７）融資機関の長は、利子補給期間内に対象資金に係る特例償還等を行った場合は、速やかに平

成２８年熊本地震被害対策資金特例償還等報告書（別記第１１号様式）を市町村長を経由して

振興局長等に提出するものとする。 

２ 熊本地震被害対策セーフティネット資金、熊本地震被害対策基盤強化資金及び熊本地震被害対

策施設資金 

（１）借入希望者は、資金ごとに別表２に定める書類を融資機関の長に提出するものとする。 

（２）借入希望者は、融資機関から融資決定を受けたのち、平成２８年熊本地震被害対策資金利子

助成承認申請書（別記第５－２号様式）に農業被害程度等証明書（別記第３号様式）及び融資

決定通知書等の写しを添えて、市町村長に提出するものとする。 

 （３）市町村長は、前号の書類を受理した場合において、適当と認めたときは、平成２８年熊本地

震被害対策資金補助対象事業承認申請書（別記第６号様式）に当該書類の写しを添えて、振興

局長等に提出するものとする。 

 （４）振興局長等は、前号の書類を受理した場合において、適当と認めたときは、平成２８年熊本

地震被害対策資金補助対象事業承認通知書（別記第７号様式）を市町村長に交付するものとす

る。 

 （５）市町村長は、前項の通知を受けたときは、速やかに借入希望者に平成２８年熊本地震被害対

策資金利子助成承認通知書（別記第８－２号様式）を交付するものとする。 

 （６）利子助成承認を受けた者は、助成対象資金の貸付けの実行を受けたときは、平成２８年熊本

地震被害対策資金貸付実行報告書（別記第１０－２号様式）を市町村長を経由して振興局長等

に速やかに提出するものとする。 

（７）利子助成承認を受けた者は、利子助成期間内に対象資金に係る特例償還等を行った場合は、

速やかに平成２８年熊本地震被害対策資金特例償還等報告書（別記第１１－２号様式）を市町

村長を経由して振興局長等に提出するものとする。 



 

第９ 資金の貸付期間等 

  本資金に係る市町村の利子補給等承認及び県の補助対象事業承認は、原則として平成３１年３月

２９日までに行うものとし、貸付実行は平成３１年９月２７日までに行うものとする。 

 

第１０ 他規程との調整 

 熊本地震被害対策近代化資金及び熊本地震被害対策基盤強化資金に係る経営改善資金計画書に

ついては、熊本県農業経営改善関係資金基本運営要領第６条第３項の規定に関わらず、すべて簡素

化様式を使用することができるものとする。 

 

第１１ その他 

  この要項に定めるもののほか、平成２８年熊本地震被害対策資金の融通に必要な事項は、熊本県

農業経営改善関係資金基本運営要領、農林漁業セーフティネット資金実施要綱、熊本県農業近代化

資金融通措置要項、農業経営基盤強化資金実施要綱及び日本政策金融公庫の貸付基準の定めによる

ものとする。 

 

 附 則 

  この要項は平成２８年４月２８日から施行し、平成２８年４月１４日から適用する。 

 

附 則 

この要項は平成２９年３月１７日から施行する。 

 

附 則 

この要項は平成３０年４月１日から施行する。 


